
1　事業の概要

①　成果目標（H26)

②　事業内容

　国庫支出金

　県　債

　その他（　　　　　　）

　一般財源

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

指摘事項等への対応

□監査

□決算特別委員会

□県民協働による事業改善

要求からの主な変更点

0 概算事業費（B（A）+C） 31,941 32,374 32,256 32,296

20,645 20,645 20,645 0

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

区　　分（単位：千円） 23年度 24年度 25年度

H26

概　算
人件費

2.50 2.50 2.50 2.50

20,645

11,296 11,729

11,328 11,731 11,611 11,651 0

関東地方知事会、中
部圏知事会での国へ
の提案・要望件数

65 65

11,328

目標 成果 達成状況

隣県との知事
懇談会の実施

3 3

項目
H25末

（見込）

Aの
財源

当初予算 11,328 11,412 11,611

26要求 26予算案 成果目標の達成状況

予
算
額

前年度繰越

11,651

合計（A) 11,731 11,611 11,651 0

知事会議へ
の出席

11 10

H27
目標

補正予算 319

事業内容

（単位：千円）　

項目 実施方法 H26実施内容
（要求）

目指す姿

現状
これまでも全国知事会や関東・中部圏等のブロック知事会等の取組を通じて、地方自治の円滑な運営と県政の重要課題に係る国への
積極的な政策提言・要望等に取り組んできたが、地方分権を一層推進し、県政を効果的に運営するためにも、引き続きこうした団体と
の連携や広域的な取組を進める必要がある。

県が関与
する理由

各都道府県の連絡提携を緊密にして、地方自治の円滑な運営と進展を図るとともに、国への積極的な政策提言を行う。

県でなければ実施不可（法令等義務）
【左記の説明、根拠法令等】

全国知事会は地方自治法第263条の3第1項に規定する全国的連合組織
中部圏開発整備地方協議会は中部圏開発整備法第８条第１項の規定により設置

実施期間 不明 ～

困難県民との協働による実施：

事業番号 02 01 02 事業改善シート （26年度実施事業分）　　■当初要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　□点検

事　業　名 企画調整事業 担
当
課

部局 企画部

課・室 企画課

総合５か
年計画

プロジェクト  E-mail kikaku@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

（指摘事項等） （対応）

○各知事会議への出席　10回（来年度の見込みから設定）
○隣県との知事懇談会等の実施　3回（来年度の見込みから設定）
○関東地方知事会及び中部圏知事会議での国への提案・要望件数　65回 （過去の実績から設定）

11,611 11,651 0

（予算案）

全国知事会等負担金 負担金
全国知事会、関東地方知事会、中部圏知事会及び
中部圏開発整備地方協議会への負担金（経常事務
費を含む）

合計

H25 H26

（当初）

11,611 11,651

mailto:kikaku@pref.nagano.lg.jp

